
PRESS RELEASE   

報道関係者各位  

2020 年 12 月 15 日 14:00 

 

自然保護団体が風力発電に関する環境影響評価の 
拙速な手続き緩和に懸念 

意見書を政府に提出 

 

公益財団法人日本自然保護協会（会員約 2 万 4 千人、理事長 亀山 章、以下 NACS-J）と公益財団

法人日本野鳥の会（会員約 3 万 4 千人、理事長 遠藤孝一、以下 WBSJ）は、内閣府に設置された「再

生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース」（以下、タスクフォース）による第 1

回会議（12 月 1 日）で検討された「風力発電に関する環境影響評価」について、河野大臣が風力発

電施設への国の環境影響評価の基準緩和を環境省に要請したことに対して、生物多様性保全の観点

から以下のように意見書をまとめ、内閣府特命担当大臣（規制改革）、環境大臣、経済産業大臣に提

出しました。 

 

＜主な内容＞ 

環境影響評価法の機能を無視したタスクフォースでの要件緩和の検討は情報や検証が十分ではない。住

民や自然環境との軋轢をさらに深め風力発電の導入促進に逆効果となるため、環境影響評価の規模要件

の見直しや期間の短縮といった要件緩和はすべきではない。 

 

１． 環境影響評価法は再生可能エネルギーの導入と生物多様性の保全の両立を図るうえで重要な役割

を担っている制度であり、その機能を損ねてはならない。 

２． 風力発電による環境影響の問題は規模ではなく立地選定によることから、１万ｋW 以上とする現

行の規模要件の見直しをすべきではない。 

３． 環境影響評価の実施期間の短縮は、自然環境の十分な調査と評価ができなくなり、手続きの質の

低下を招くことになる。 

４． 拙速な要件緩和や期間短縮を進めるのではなく、環境省は早急に検討会を設けてゾーニング制度

の充実と規模要件や手続きのあり方を検討すべきである。 

 

 日本を代表する自然保護団体である日本自然保護協会と日本野鳥の会が連名で意見

書を河野内閣府規制改革担当大臣はじめ関係大臣に提出 

 内閣府設置のタスクフォースが、風力発電施設推進のために環境影響評価手続きの要

件緩和を環境省に要請したことについて、生物多様性の保全の視点から懸念を表明 

 環境影響評価法は気候変動対策と生物多様性保全の両立を図る制度として、ゾーニン

グ制度の充実、規模要件や手続きの在り方検討が必要と提案 



■ 本リリースに関するお問合せ 

日本自然保護協会 保護部 大野正人・若松伸彦 

Tel: 03-3553-4101 

Email: hogo@nacsj.or.jp 

〒104-0033 東京都中央区新川1-16-10 ミトヨビル 2F 

 

日本野鳥の会 自然保護室 浦 達也・田尻浩伸 

Tel: 03-5436-2633 

Email: ura@wbsj.org 

 

＜参考＞ 

公益財団法人 日本自然保護協会について 

自然保護と生物多様性保全を目的に、1951 年に創立された日本で最も歴史のある自然保護団体のひとつ。会

員 2万 4千人。ダム計画が進められていた尾瀬の自然保護を皮切りに、屋久島や小笠原、白神山地などでも活

動を続けて世界自然遺産登録への礎を築き、今でも日本全国で壊れそうな自然を守るための様々な活動を続け

ています。「自然のちからで、明日をひらく。」という活動メッセージを掲げ、人と自然がともに生き、赤ちゃ

んから高齢者までが美しく豊かな自然に囲まれ、笑顔で生活できる社会を目指して活動している NGO です。

山から海まで、日本全国で自然を調べ、守り、活かす活動を続けています。 

http://www.nacsj.or.jp/ 

 

公益財団法人 日本野鳥の会について 

自然にあるがままの野鳥に接して楽しむ機会を設け、また野鳥に関する科学的な知識及びその適正な保護思

想を普及すると共に自然環境を保全し、国民の間に自然尊重の精神を培い、もって人間性豊かな社会の発展に

資することを目的とし、1934 年 3 月に設立された日本で最も歴史のある自然保護団体のひとつ。会員 ・ポ 

ーター数 5万人。 

・代表者：理事長  遠藤孝一  

・所在地：〒141-0031 東京都品川区西五反田 3-9-23 丸和ビル  

・URL：https://www.wbsj.org/ 

 

 


